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貸 借 対 照 表 
（2022 年３月 31 日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 227,732 流 動 負 債 111,294 

現 金 及 び 預 金 183,792 未 払 金 8,132 

前 払 費 用 19 未 払 法 人 税 等 1,707 

未 収 収 益 864 預 り 金 101,454 

未 収 入 金 43,046 固 定 負 債 0 

立 替 金 10   

固 定 資 産 23,324 負 債 合 計  111,294 

有 形 固 定 資 産 725 （純資産の部）  

建 物 725 株  主   資  本 139,761 

無 形 固 定 資 産  21,550 資   本   金 170,000 

ソ フ ト ウ ェ ア 21,550 資 本 剰 余 金 100,000 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,048 資 本 準 備 金 100,000 

敷 金 148 利 益 剰 余 金 △130,238 

長 期 前 払 費 用 900 そ の 他 利 益 剰 余 金 △130,238 

  繰 越 利 益 剰 余 金 △130,238 

  純 資 産 合 計  139,761 

資 産 合 計 251,056 負債・純資産合計  251,056 
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損 益 計 算 書 
（2021 年４月１日から 2022 年３月 31 日まで） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益   

受 取 手 数 料 2,829 2,829 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  152,148 

営 業 損 失  149,318 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 1  

雑 収 入 3 4 

営 業 外 費 用    

そ の 他 の 営 業 外 費 用 0 0 

経 常 損  失  149,313 

税 引 前 当 期 純 損 失  149,313 

  法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △37,535 △37,535 

当 期 純 損 失  111,778 
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株主資本等変動計算書 
（2021 年４月１日から 2022 年３月 31 日まで） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合 計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株 主 

資 本 

合 計 
資 本 

準備金 

 

資 本 

剰余金 

合 計 

その他 

利 益 

剰余金 

利 益 

剰余金 

合 計 繰越利益 

剰余金 

当 期 首 残 高 70,000 - - △18,459 △18,459 51,540 51,540 

当 事 業 年 度 変 動 額 100,000 100,000 100,000 - - 200,000 200,000 

当 期 純 利 益    △111,778 △111,778 △111,778 △111,778 

当事業年度変動額合計 100,000 100,000 100,000 △111,778 △111,778 △111,778 △111,778 

当 期 末 残 高 170,000 100,000 100,000 △130,238 △130,238 139,761 139,761 
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個 別 注 記 表 
 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１．固定資産の減価償却方法 

（１）有 形 固 定 資 産      建物 定額法を採用しております。 

 

（２）無 形 固 定 資 産            ソフトウェア          

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

 

２．引当金の計上基準 

（１）貸 倒 引 当 金      営業貸付金等の債権の貸倒れに備えるため、一般債権については、貸倒実績率

等を勘案し必要と認められる額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞 与 引 当 金      従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しております。 

 

３．収益および費用の計上基準 

 

発生基準により計上しております。 

 

４．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．連結納税制度 

連結納税制度を適用しております。 

なお、当社は、「所得税法等の一部を改正する法律（2020 年法律第８号）において創設されたグループ

通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務

対応報告第 39 号 2020 年３月 31 日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年２月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰

延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

６．会計方針の変更 

 

（「収益認識に関する会計基準」の適用に伴う変更） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を当事業年度の期首から適用し

ております。なお、財務諸表へ与える影響はありません。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 
当事業年度の末日における発行済株式の種類及び数 普 通 株 式 5,400 株 

    

 

 


